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国内需要圧力仮説の理論と実証
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1　序
　筆者は輸出入関数の計測に長い間，興味をいだいてきた。様々な計測結
果や計測法に関する論議＊＊に目を通すにつれ，従来の様に輸出入関数を単
なる「経験式」としてかたずけるのではなく，経済理論に基づいた計測を
行いたいと考えるにいたった。本研究はその様な試みの第一歩である。
　輸出関数の理論的基礎を考える場合，企業が生産物を国内販売と輸出に
どう配分するかを決定するメカニズムの解明が鍵となる。輸入関数の場合
には，企業が中間投入物や資本財を（消費者の場合には消費財を）国産品
と輸入品の間でどう配分するのかを決定するメカニズムを解明しなければ
ならない。そのための一つの糸口として筆者は「国内需要圧力仮説」を選
んだのである。
　（a）国内需要圧力仮説とは何か
　国内需要圧力（Domestic　Demand　Pressure，以下DDP）とは国内の需
給の逼迫度を測る尺度である。DDP仮説とはDDPが高まると（好況に
なると）輸出が伸び悩み，輸入が急増するというものである。DDPが低
下すると逆の事が起こる。DDP仮説を直感的に説明すると次の様になる。
　1．DDPが高まると輸出品生産に廻せる資源が不足する様になる。
　2．DDPが高まると製品価格が上昇し，国際競争力が低下する。
　3．DDPが高まると国内需要のうち国内生産で賄える部分が低下する。
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　1．は輸出に，3．は輸入に，2．は両方に関連したDDP仮説の説明
である。いずれにしても輪出より国内販売の方が収益率が高い事が前提と
なっている。
　（b）従来の実証分析の結果
　1．DDP仮説を検証している文献は，その検証自体が主目的でないも
のも含めると，筆者が目を通したものだけでも70点ほどある。（詳細は浜口
〔1990〕参照）輸出（輸入）モデルの場合，DDP仮説が支持されないケー
スの方が支持されるケースの2（3）倍ほど多い。
　2．DDP変数としてよく用いられるのは工業生産やGDPのトレンド
値からの乖離，稼働率（Capacity　utilization　rate），失業率等である。
（稼働率の概念と計測方法についてはChristiano〔1981〕を参照）
　3．ほとんどの論文では輸出入関数に何らかのDDP変数を説明変数の
一つとして挿入しているだけでDDP仮説の理論的背景を明示的に分析に
取り入れているものは非常に少ない。
1【　理論的分析（Ba11モデル）
　Ba11〔1961〕はDDP仮説の理論的背景を明示した数少ない論文である。
彼のモデルを説明しよう。
　仮定：
　1．企業は差別的独占者（Discriminatory　monoPolist）であり，生産
した財を国内販売と輸出にどの様に配分するかを決定する。国内市場と輸
出市場は隔離されており（Market　segmentation），両市糸間では製品の
転売は出来ない。
　2．国内販売から得られる収入Rhは国内販売量Xhと需要のシフトパ
ラメターr（Ball論文では政府の総需要抑制政策の強さ）の関数である。
　3．輸出から得られる収入Rfは輸出量Xfのみの関数である。
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　4．総費用CはXh＋Xfの関数である。
　利潤極大化条件：
　一階の条件はXhの限界収入＝Xfの限界収入＝限界費用である。二階
の条件は均衡点の近傍で限界費用曲線の傾き（の絶対値）が限界収入曲線
の傾き（の絶対値）より大きい事である。つまり限界費用曲線が限界収入
曲線を左下から右上に向かって横切る事である。（Henderso且＆Quandt
［1971］pp．215－16を参照）
　比較静学：
　一階と二階の条件を満たすケースを限界費用がω逓増，㈹一定，㈹逓減
の3つのケースに分けて考えよう。するとBallが以下で数学的に証明し
ている様に，国内需要が減少する（rが上昇する）と輸出Xfは（i）の場合
増加し，㈹の場合一定，㈹の場合減少する。
　従って，1で示した直感的DDP仮説は限界費用逓増を暗黙の内に仮定
していると解釈できる。
　Ball命題の証明（Ba11［1961］pp．169－170）：
　前述したBa11モデルの仮定は数学的には
　　　　恥一恥（Xh，　r）霧〉・舞く・黒く・∂籍＜・
　　　　恥一R・（Xf）1斐1＞・1捧〈・
　　　　C－C（Xf＋Xh）灰x転）〉・∂（課悉）・多・
とあらわせる。したがって利潤・πは
　　　　17＝Rh（Xh，　r）＋Rf（Xf）一C（Xf＋Xh）
と定義される。利潤極大化の一階の条件は
　　　　藷一っ（　∂CXf＋Xh）一・
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　　　　1隻1一、（　∂CXf＋Xh）一・
これら2式を全微分しdXf／drについて解けば
　　　　　　　　　∂2Rh　　　　∂2C　　　　　　∂2Rh
　　　　　　　　　∂Xh2　∂（Xf＋Xh）2　　　∂Xh∂r
　　　　　　　　　　一、（　∂2CXf＋Xh）・　・
　　　　亟＝
　　　　　dr　　　　　　　　　∂2Rh　　　　∂2C　　　　　　　∂2C
　　　　　　　　　∂Xh2　∂（Xf＋Xh）2　　∂（Xf＋Xh）2
　　　　　　　　　　　　　∂2C　　　　∂2Rf　　　　∂2C
　　　　　　　　　　　∂（Xf＋Xh）2　∂Xf2　∂（Xf＋Xh）2
となる。利潤極大化の二階の条件は上式の分母のprinciple　minorsがか
わるがわる正と負に変わることである。もし限界費用が逓増していれば，
すなわち，
　　　　、（　∂2CXf＋Xh）・〉・
なら分子，分母とも正になる。もし限界費用が逓増していれぽ，つまり，
　　　　礪嬉野〈・でも舞窒一、（。篶〆・
なら二階の条件は満される。
この場合，dXf／dr＞0　（限界費用逓増の場合）
　　　　　dXf／dr〈0　（限界費用逓減の場合）
　　　　　dXf／dr＝0　（限界費用一定の場合）
となる。QED
　皿　計量モデル
　1．基本モデル
　輸出関数：
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（1）　　　1ηXf＝α〇＋α1伽RP＋α2」ηY＋α31πD十α4T十u
ここでXfは日本の対米輸出量，　RPは相対価格（日本の輸出価格指数／
（アメリカの卸売物価指数X円建て為替レート）），Yはアメリカの実質
GNP，　DはDDP変数，　Tはタイムトレンド，　uは掩乱項である。
　輸入関数：
（2）　　伽M＝β〇＋β11πRP＋β2」πY＋β31πD＋β4T＋e
ここでMは日本の輸入量，RPは相対価格（日本の輸入価格指数／日本
の卸売物価指数），Yはアメリカの実質GNP，　DとTの定義は上と同じ，
eはやはり掩乱項である。
　注目してほしいのは説明変数にタイムトレンドTを挿入するとしないで
は推定されたパラメターの意味が全く異なるということである。Tを入れ
ないとα1～α3やβ1～β3は普通の弾力性にすぎない。しかし，Tを入れ
た場合のこれらのパラメターは次の様に解釈できる。まず，全てのデータ
をその変動から（指数）トレンドを抜くという変換を施す。次に，この様
に変換したデータを使って回帰分析を行う。その結果得られたパラメター
はこの様な変換をしないデータを用いTを挿入して回帰分析を行った場合
のパラメターと全く同じである。（詳細は蓑谷［1988コ口PP．60－65，83－84，103
を参照）
　DDP仮説はトレンドを抜いた循環的な輸出入の変動を説明することに
重点があるから，この使い方は重要な意味を持つ。さらに，本研究の実証
分析ではDDP変数として鉱工業指数（生産指数と在庫指数）のトレンド値
からの乖離を基本的に採用しているので，上記の手法は極めて便利である。
　2．実験計画：
　まず，全ての計測に共通している点を列挙しておこう。
　a．計測期間：19801－891V（四半期データ）ただし，タイムラグを含
む計測の場合はラグの長さに応じて計測期間が短くなる。
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　b．対象国（輸出国または輸入国）：日本のみ。
　c．貿易相手国：アメリカのみ。
　d・関数型：全て対数線型。ただし，タイムトレンドだけは対数変換し
ていない。
　e．タイムトレンドは全ての計測式に含まれている。
　f．計測法：最初OLS（通常の最小2乗法）を試みたが，コイークラ
グを含む場合を例外として，ほとんど全ての計測結果に強い正の自己相関
が認められたためAR1（Auto　Regressive　of　First　Degree）を使った。
　9．季節調整法：四半期データを使うため季節調整を施した。アメリカ
のGNPはセンサス法（詳細は溝口・刈屋［1983］，第3章を参照）によってい
る（階調前のデータは入手出来なかった）が，その他については移動平均
法（詳細は和合・伴［1988コ，pp。24－25を参照）を使った。
　次に，計測に当たっての選択肢を列挙しておく。
　h．被説明変数：日本の対米輸出または日本の対米輸入の2種類。
　i．対象商品：（1）事務機械，（2）音響・映像機器，（3）半導体・電子部品，
通信機器，（4）科学・光学機器，（5）以上4品目の合計の5種類。
　j．タイムラグ：ラグなし，コイークラグ，アーモンラグ（最長ラグ期
＝8，多項式の次数＝2，制約条件無し）。
　k．DDP変数＝最：初鉱工業指数の生産指数（P），出荷指数（S），在庫
指数（1）の3種類を試みたがSはPとほぼ同じ計測結果をもたらし，
Pの係数の有意性の方が一般的にいってよいためSを使った計測結果は
示していない。
皿節補論：分布ラグについての簡単な解説
　（nコイークラグ　　このラグを含む計測式には一期のラグを伴った被説
明変数が説明変数として含まれる。上記の輸出入関数に当てはめると
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（3）　　　∫πXfも＝αo＋λ」ηXft－1＋α1」ηRPし＋α2伽Y七＋α3」πD島＋α4T＋u。
（4）　　1ηM。＝β〇＋λZπMt－1＋β1ZπRPt＋β2」〃Y。＋β3」πDt＋β4T＋et
となる。コイークラグを発生せしめるメカニズムとしては㈹部分調整
（Pardal　adjustment）モデル，（B）適応的期待（Adaptive　expectations）
モデル，◎習慣形成仮説等がある。（C）は最も直感的に理解し易い。要す
るに経済主体の行動は過去の自らの行動に引きずられるというアイディア
である。
　㈹を定式化すると
（5）　　　Xt－Xt＿1＝（1一γ）（X￥t－Xt＿1）　　　0≦γ〈1
ここで上付きの＊は「最適値」であることを示す。γ＝0の時はt期のう
ちに最適値と現実値の間のギャップを100％埋めるという事であり，γ＝1
の時はギャップの大きさに関係なくXtは一定である。現実はこれら両極
端の中間にあるというのが部分調整モデルのアイディアである。
　（B）は
（6）　　　Xet－X。4＝θ（Xt＿1－Xet＿1）　　　0＜θ≦1
と定式化される。ここで上付きのeは予測値であることを示す。要するに
前期の予測誤差を部分的に調整しながら今期の予測をたてるというモデル
である。㈹（B）（C）はそれぞれインプリケーションが全く違うが，計測する式
は形式的には全く同じである。（ただし，3つのケースについて掩乱項の
形が異なる。詳しくはMaddala［1961］を参照）同じ計測結果を様々に解
釈出来るということは確かに便利であるが，経済理論の立場から考えれば
むしろやっかいである。
　価）アーモンラグ　　コイークラグが無限ラグであるのに対してアーモン
ラグは有限ラグ，すなわち，
（7）　　　yt＝α＋’oX。＋11Xt＿1＋＿＋ZnXt＿n＋Ut
でかつ
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（8）　　　　　　Ji＝λ〇十λ1i十λ2i2＋．．．一トλpip　（i＝1，　2，＿．，　rL）
と仮定する。つまり，n＋1個のラグ係数（‘i）をP＋1個の多項式係数
（λj）で置き換えて推定する。通常，Jiには次の4通りの制約のうちいく
つかが課せられる。
　　　（a）無制約（NONE）
　　　（b）初期制約（NEAR）1－1＝0，♂。＋1＝無制約
　　　（c）末期制約（FAR）　1－1＝無制約，」。＋1＝0
　　　（d）二期制約（BOTH）Z－1＝Jn＋1＝0
本研究ではn＝8（8期前までのラグを考慮し，それ以前は無視する），
P＝2（Jiを2次の多項式で近似する）なので
（9）　　　Xし＝α十10Dじ十」1Dt＿1十＿十Z8D。＿8十ut
（1①　　　　　　　　Ji＝20＋λ1i＋22i2
である。ただし，本研究ではDDP変数（Dのみにラグを付けるので，　D以
外の説明変数は省いてある。Pについては3，4，5次も試みたが，ラグ
パターンは2次の場合とほとんど変わらない一方，分布ラグ係数1iのt
値は2次の場合より低いので，2次の結果のみを報告する。制約条件に付
いては無制約のみを使った。何等かの制約をかける以上，制約を正当化す
るための理由を明らかにする必要があるが，経済理論からそのような理由
が出てくるとは考えにくいからである。
IV　計測結果とその解釈
　a．まず，季節調整の方法として季節ダミーを使う方法と移動平均を使
う方法を試みたが，後者の方がDDP変数の係数の有意性が一般的に高か
った。なお，季節ダミー変数の係数を見ると，5％水準でも有意なケース
ぱ全体の10％にも満たず，本研究の対象となったハイテク製品の輸出入に
は余り季節性はなさそうである。
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　b．次に，ラグなしの計測とコィークラグを含む計測を比較すると（表
1，2と表3，4）DDP変数の係数の有意性はラグなしの方が低いケース
が多い（全体の2／3）。この傾向は輸入関数の方がより顕著である。DDP
弾力性（の絶対値）についてはどちらがより大きいかは一概にいえない。
なお，係数の符号がコイークラグを入れると逆転するケースは全体の4割
程ある。なお，コイークラグを含む計測結果（表3，4）に示した「長期弾
力性」は次のように計算した。（3）式で「長期」とは定常状態と解釈すると
Xfじ＝Xfし一1と置ける。そこで（3）式は
⑳　　　　ZπXft＝｛1／（1一λ）｝（α〇＋α1」πRPt＋α21πYt＋α3！πD魯＋α4T＋ut）
と書き直せる。「長期弾力性」とはα3／（1一わである。輸入関数（（4）式）
の場合も長期弾力性の計算法は全く同じである。輸入の場合長期弾力性は
β3／（1一λ）になる。DDP弾力性（短期弾力性）と長期弾力性を比較する
と，後老の方が1．1倍から17．3倍とかなり大きいことがわかる。もっとも
長期弾力性と短期弾力性が大きく異なっているケースは当然λの値が大き
いということであるが，余りに大きいと輸出入の変動の大部分は前期の変
動で説明されてしまうと解釈せざるを得ない。それでは説明をほとんどし
ていないのではないかと疑問がわく。
　c．次に，DDP仮説が支持されたかどうかをチェックしてみよう。ま
ず輸出関数から検討する。ラグなし，コイークラグ付きの場合，素朴な
DDP仮説とは正反対の結果になっている。すなわち，　DDP変数のうち生
産指数（P）の場合係数が負，在庫指数（1）の場合は正であるはずだが，
計測された係数の符号はほとんどの場合これと逆になっている。
　この一見パラドキシカルな結果をどう解釈すべきであろうか。筆者のテ
ンタティブな解釈は日本のハイテク産業では規模の経済性が強く，利潤極
大化を実現する産出量のもとで限界費用曲線が右下がりになっているとい
うものである。これが事実だとすれぽ，Ba11［1961コが証明したようにDDP
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が高まると・かえって輸出は増えることになる。従って，計測結果は理論
と矛盾しないと考えてもいいのではなかろうか。
　もっとも，DDP変数の係数の有意性は必ずしも良くない。5％または
それ以上で有意なケースは全体の約1／3である。
　一方輸入関数の場合はどうか。DDP変数であるPと1の係数の符号を
見ると，直感的に考えた場合に期待される通りPは正，1は負になってい
る。ただし，係数の有意性は輸出関数の場合よりかなり低い。この結果を
どう解釈すべきであろうか。残念ながら，輸入関数におけるDDP仮説に
ついては，筆者の知る限り，過去に理論的研究が成されていない。裏付け
となる理論がない以上，直感的に見て妥当な結果と一応見なしておぎたい。
ただ有意性は低いから，あまり強く主張することはできない。欠けている
理論研究は今後の課題としたい。
　d．最後に，アーモンラグを含む計測結果（表5～14）についてコメン
トしておきたい。輸出関数の場合，Pの係数（分布ラグ係数の和＝SL）
が全て正で，品目2と計では有意になっている。1のSLは正と負が入り
交じっているが，有意なのは品目3と4だけで，両方とも負である。した
がって，輸出関数の計測結果はラグ無しとコイークラグのケースと基本的
に同じであり，上記eで述べた解釈をそのまま当てはめることにする。
　輸入関数についてはラグ無しとコイークラグを含むケースと結果がほぼ
正反対になっている。Sしが正なのはわずか2ケースだけで，両方とも有
意ではない。残った負のケースはほとんど全て有意になっている。1のS
しが負になるのは直感的DDP仮説と整合的だが，　PのSしが負になるの
は直感に反する。しかし，輸入関数についてのDDP仮説にはまだ理論的
な分析が十分なされていないので，やはり，突っ込んだ解釈は，将来の課
題としたい。
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V　日米ハイテク摩擦に関して
　本研究は筆者の個人研究としてDDP仮説の一般的な検証を目的として
行う計画であったものである。ところが，たまたま長銀総合研究所から
「日米貿易摩擦の新局面に対する構造的戦略的対応に関する調査」という
テーマの研究会の委員になるよう要請があった。そのため，日米のハイテ
ク製品に関する貿易摩擦の原因を探るという非常に具体的かつ狭い範囲の
実証研究になった次第である。
　この研究会では日本のハイテク製品の主要メーカーの方々や国際政治の
先生なども加おり，幅広い活発な議論が行われた。　しかし，筆者はDDP
仮説で日米ハイテク製品貿易摩擦を説明しようとしたわけである。筆者の
基本的考え方は日本のメーカーは国内需要がスローダウンするといわゆる
「輸出ドライブ」をかけて生産のスローダウンや製品在庫の過度の積み上
げを防ごうとする，というものである。
　さらに，前にも述べたようにハイテク産業は規模の経済性が強力に働く
と考えられる。ハイテク産業は競争力強化のためにR＆D支出がかさむ。
ハイテク製品製造のための設備投資も膨大なものになる。これらの支出は
固定費用であるから規模の経済性が働くのである。規模の経済性が大きい
場合，貿易摩擦が激化する事はKrugmanらのいわゆるStrategic　Trade
Theory（K：rugman［1986］参照）で明らかにされている。以上の様な筆者の
問題意識は本研究で行われた実証研究と一応整合的であると思おれる。
VI今後の課題
　1．従来のDDP仮説の検証はほとんどが通常の輸出入関数（説明変数
として所得項と相対価格項を含む）に何らかのDDP変数を付け加えると
いう形をとってきた。しかし，DDPの効果は所得項や相対価格項にすで
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に含まれているという考え方もある。この考え方に何らかの反論をしなけ
ればならない。
　2．DDP変数として，本研究では鉱工業指数のトレンドからの乖離を
使ったが，何がDDP変数として適切かをさらに掘り下げて考察すべきで
ある。このためには稼働率に関する多くの理論的・実証的な研究が蓄積さ
れているので，それらを参考にしたい。（例えばBeta且court　and　Clague［1981］
参照）
　3．今回の実証分析はその理論的背景としてBallモデルを援用したが，
これは比較静学であった。しかし，おそらくDDP仮説を裏付ける理論と
しては動学，それも不均衡動学の方が適切だと思われる。不均衡動学の研
究は理論・実証両面から最近急速に発展しており（例えば伊藤［1985］），ま
た，不均衡分析には「マクロ経済学のミクロ的基礎」（例えばNegishi［1979］）
やNon－Walrasian　Equilibrium（例えばMukherji［1990］）などが関連し
ているので，それらを参照したい。
　4．DDP仮説の背景にある基本的アイディアは「企業は国内需要が変
動するとき，それに対して直ちに完全に生産を合わせて調整せず，輸出入
をショックアブソーバーとして利用する」というものである。しかし，普
通，企業には在庫変動というもう一つのショックアブソーバーがあるから，
在庫変動と輸出入の関連について（今回の計測で一応検討してはいるが）
さらに分析する必要がある。さらに，実はDDP変数として在庫変動が最
適だという考え方もあるだろう。在庫変動の理論的・実証的研究は歴史が
長いが，最近の文献としてBlinder［1990］がある。
　5．DDP仮説の理論的背景としてもう一つ見逃せないのは景気循環論
である。これは非常に歴史の長い研究分野で，一時は停滞していたが，最
近合理的期待仮説の応用という形でReal（あるいはEquilibrium，　Com－
petitive・Rational　expectations）Business　Cycle　Theory等が盛んに
12
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研究されるようになった。これらの研究成果を利用したい。（例えばBarro
［1989］参照）
　6．計量経済学の一分野として時系列分析があるが，この手法を使えば
経済時系列データを季節変動，トレンド，（景気）循環的変動，掩乱的変
動に分解することが可能である。このような分解が経済理論的に意味があ
るのかについては議論の余地があるが，DDP仮説の検証に役立てる事が
出来るかもしれない。（例えば，入門書として溝口・刈屋［1983］参照）
　7．Ba11モデルでは企業は差別的独占者であり，同一財を国内と海外の
市場に供給すると仮定している。しかし，国内販売用の財と輸出用の財が
不完全代替財で企業はこの両財を結合生産していると解釈する方がより現
実的かもしれない。結合生産の理論についてはLaitinen［1980］を参照。
　8．さらに，企業の市場行動仮説として完全独占（一国一社）は非現実
的であるから独占的競争や寡占を仮定した方が良いだろう。また，規模の
経済が働く場合の貿易理論についても研究する必要がある。　（寡占企業の
行動理論を輸出関数に適用した例としてWinters［1981］が，独占的競争
と規模の経済性を国際貿易理論に適用した諸研究のサーベイとしてHelp－
man［1985］がある。）
　9．今回の実証分析では関数型として対数線型を用いた。確かに対数線
型はデータに良くフィットすることが知られているが，経済理論的には問
題点が多い（詳しくは佐々波他［1988］pp．104－9を参照）。いわゆるフレキシ
ブル関数型を試す価値はあるだろう。　（フレキシブル関数を輸出入関数に
応用した最近の例としてはKohli［1ggo］がある。）
　10．DDP仮説の一つの解釈は短期的には価格の需給の調i整力が不十分
であり，何らかの非価格要因が調整の役割を果たすのだが，それがまさに
DDP変数である，というものである。この観点に立てば非価格競争につ
いて研究する必要があるだろう。
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　11．DDP仮説では輸出は国内販売より収益率が低いことを仮定してし、
るが・この仮定が現実的かどうか実証的にチェックする必要がある。同時
にこの仮定がDDP仮説にとってどの程度重要なのかを理論的に詰める必
要がある。
　12・本研究では単一方程式を推定したが，輸出入関数は同時方程式を推
定すべきであろう。（佐々波他［1988コ，PP．39－46参照）特に，本研究で推定
した輸出入関数は需要関数と解釈されるが，重要な説明変数であるDDP
変数はどちらかといえば，供給要因であるから，モデルが整合的でないと
いう批判は免れないだろう。
　13．本研究ではDDP変数として日本のそれのみが使われている。しか
し貿易相手国のDDP変数も考慮すべきであろう。日本のDDPが高く，
それが日本の輸出を「押し出す」としても，貿易相手国のDDPが低けれ
ば，日本の輸出は「引っ張られる」ことがない。そこで，日本と貿易相手
国のDDPの相対的強さを考慮しなければ，実際に日本の輸出が増加する
か否か判断できないからである。
　14．ハイテク製品の対米輸出入に限定せず，より一般的なケースについ
て計測を行う。出来れぽ国際比較可能な様にデータベースを整備したいが，
貿易統計の商品分類がSITCやCCCNからHSへ移行中である上，これ
ら分類間の突合せが事実上不可能という問題がある。
　注
　＊本研究は1990年度早稲田大学特定課題（個人）研究助成費の援助を受けて行わ
れた。データ収集に当っては長銀総研の矢田真理さんと早稲田大学商学部大学院生
の横山将義君の助力を受けた。また，本稿のドラフトは国際経済学関東部会（1990
年12月22日）で報告されたが，多くの先生方から有益なコメントをいただいた。そ
の他にもコメントや助言を与えられた先生方は数え切れない。一人闇々名前を記せ
ない失礼をお詫びすると同時に，ここで厚く感謝したい。
　＊＊輸出入関数の計測血温と計測法に関するサーベイとしては，Cheng［1959］，
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新開［1965，1973］，Leamer－Stern［1970］，　Magee［1975コ，　Stemθ∫σ’［1976］，
Goldstein－Khan［1985］，佐々波他［1986，1988］等がある。
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表1　輸出関数の計測結果（ラグなし） 19801　～19891V
品目 D DDP弾．力性 t値 SE 一R2 DW
1 P 0．4985 1．9127 0．0790 0．9272 1．6545？
1 0．1034 0．5111 0．0817 0．9026 1．5198？
2 P 2．6772 5．8700＊傘 0．1939 0．8195 1．8953
1 0．0535 1．5558 0．2181 0．6529 1．8415
3 P 1．4684 6．3332轄 0．0680 O．9694 1．5967？
1 一〇．2910 一2．0141 0．0831 0．9463 1．3437？
4 P 0．4008 1．5330 0．0829 0．9397 2．1606
1 0．2879 2．0333 0．0826 0．9253 2．0748
計 P 1．5190 3．1857＊＊ 0．0857 0．9620 2．0453
1 一〇．7331 一2．5812＊ 0．0865 0．9327 1．7824
表2　輸入関数の計測結果（ラグなし） 19801　～19891V
一品目 D DDP弾力性 tで直 SE R2 DW
1 P 0．0357 0．1169 0．0937 0．9535 1．9124
1 0．0029 0．0125 0．0971 0．9535 1．9146
2 P 一〇．1721 一〇，2701 0．2152 0．8279 2．1868
1 Q．0810 0．1644 0．2154 0．8341 2．1858
3 P 0．9361 3．2061榊 0．0998 0．9338 2．0285
1 一〇．2340 一1．6618 0．1089 0．9211 2．0271
4 P 一〇，0077 一〇．0212 0．0957 0．9069 1．4524？
1 一Q．0174 一〇．⑪489 0．0957 0．9073 1．4559？
計 P 0．0976 0．2417 b．0749 0．9650 1．7802
1 0．2508 1．0668 0。0ブ37 0．9642 1．6814？
注　品目：1；事務機器，2＝音響・映像機器，3＝半導体・電子部品・通信機器，4＝
　　　　科学・光学機器，計＝1十2十3十4
　　DまDDP変数：P＝生産指数，1＝在庫指数
　　SE；回帰式の標準誤差，　R2＝自由度修正済み決定係数，　DW＝ダービン・ワトソン比
　　＊ご5％水準で有意，＊＊＝1％水準で有意
　　？＝一階の自己相関の有無について結論が出せない（DWの値に印がついていないケ
　　　ースは自己相関がないことを示す）
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表3　輸出関数の計測結果（コイーク・ラグ付き） 198011～．1989N
品目 D DDP弾力性 t値 長期弾力性 SE ㎜R2 DWT
1 P 0．0681 0．2919 0．9471 0．0750 0．9929 0．2072
1 一〇，1109 一1．1560 一1．6505 0．0736 0．9932 0．1817
2 P 1．4087 2，5497率 2．8007 0．1970 0．9469 1．0837
1 一〇．5532一1．8593 一2，6858 0．2051 0．9425 0．0970
3 P 1．3615．3．6631料 1．6817 0．0677 0．9611 1．6633†
1 一〇．3181 一5．3190＊ホ一1．2217 0．0647 0．9894 一〇．0516
4 P 0．0327 0．2416 0．0884 0．0680 0．9792 1．9300†
1 0．2946 2，2523寧 0．3892 0．0710 0．9500 一1．6288
計 P 一〇．1898 一〇，3508 一〇．4890 0．0926 0．9809 1．2812
1 一〇，3781 一2．9383林一〇．9896 0．0826 0．9848 0．5670
’表4　輸入関数の計測結果（コイーク・ラグ付き） 198011～19891V
品目 D DDP弾力性 t値 長期弾力性 SE 一R2 DWT
1 P 0．0729 0．1998 0．0818 0．0955 0．7668 2．0353†
1 一〇，2710 一1．7127 一〇．5278 0．1172 0．9264 1．4950
2 P 0．6921 1．4355 1．1908 0．2056 0．9643 0．7279
1 一〇．0742 一〇．2394 一1．2801 0．2112 0．9623 0．9284
囑3 P 0．6850 2．6593串 0．9823 0．1056 0．9570 0．9074
1 一〇．2301 一2．3435卓一〇．3897 0．1077 0．9552 一1．2251
4 P 一〇．4327 一2．3639卓一2，2185 0．0871 0．8217 0．0878
1 0．0717 0．4574 0．4070 0．0939 0．7928 1．1740
計 P 0．0922 0．3594 0．3610 0．0887 0．9534 0．6108
1 一〇．2147 一1．4803 一〇．8213 0．0869 0．9619 一〇，4054
注：品日：1＝事務機器，2＝音響・映像機器，3＝半導体・電子部品・通イ1！機器，4＝
　　　　科学・光学機器，計＝1＋2＋3＋4
　　D＝DDP変数：P罪生産指数，1＝在庫指数
　　SE＝回帰式の標準誤差，　R2＝自由度修正済み決定係数，　DWT＝グービン・ワトソン
　　のt値（†はダービン・ワトソン比）
　　＊＝5％水準で有意，＊＊二1％水準で有意
　　（輸出の品目＝3，DDP＝Pにおいて自己相関の有無について結論が出ない他はすべ
　　て自己相関なし）
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　国内需要圧力仮説の理論と実証
　　　　　　　表5　アーモン・ラグを適用したDDP仮説の検定
輸出関数　品目＝1　　　　　　　　　　　　　　　　　　19821～1989W
生　産　指　数 在　庫　指　数分布ラグ
W　　数 ・ぐうメター値 t　値 ノfラメター値 t　値
Zo 0．4100 1．8054 0．0463 0．2790??
0．1852 1．4476 一〇。0273 一〇。3352
??
0．0165 0．1726 一〇．0727 一1．4624??
一〇．0959 一〇．8786 一〇．0896 一1．3632?
一〇．1522 一1．3006 一〇．0783 一1．0340」?
一〇．1524 一1．4680 一〇．0387 一〇．5819
??
一〇，0963 一1．1871 0．0293 0．6190
∫7 0．0159 0．1469 0．1256 1．7113?
0．1843 0．8780 0．2502 1．6127
ML 一1．3706 一 14，557 一SL 0．3151 0．6082 0．1449 0．4107
SE 0．0711 一 0．0715 一R2 0．9711 一 0．9721 『DW 1．5578？ ｝ 1．5020？ 一
　　　　　　　表6
輸円関数　晶目＝2
アーモン・ラグを適用したDDP仮説の検定
19821　～19891V
分布ラグ
W　　数
生　産　指　数 在　庫　指　数
パラメター値 t　値 パラメター値 t　値??
2．5177 3：9833＊＊ 一〇．3385 一〇。8505
??
1．2788 3．5950牌 一〇．1681 一〇．6326
〜?
0．3474 1．4901 一〇．0282 一〇．1290
」?
一〇．2764 一1．1048 0．0810 0．3634
ε4 一〇．5928 一2．1602＊ 0．1595 0．7042??
一こ口6015 一2．4404＊ 0．2075 0．9724??
一〇．3028 一1．7011 0．2248 1．1042
??
0．3035 1．4289 0．2115 0．8297?
1．2173 2．7058＊ 0．1676 0．4206
ML 1．4934 一 11，342 一SL 3．8911 3．7157＊＊ 0．5170 0．2882
SE 0．2021 一 0．2462 一R2 0．7632 一 0．7143 一DW 1．8865 一 2．0251 一
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　　　　　　　　　表7
．輸出関数：品目＝3
アーモン・ラグを適用したDDP仮説の検定
19821～198gr『
生　産　指　数 在　庫指数分布ラグ
W　　数 パラ二天ー値 t　値 パラ丁丁ー値 t　イ直
Zo 0．7487 3．8169＊＊ 一〇．2105 一3．8530串率
??
0．3720 3．3891＊＊ 一〇．1872 一6．1960率掌?
0．0770 1．1300 一〇．1602 一8．5422昌昌?
一〇，1361 一1．9161 一〇．1294 一6．8223＊＊?
一〇．2675 一3．3769ホ＊ 一〇．0950 一4．7718＊＊?
一〇．3170 一4．2291＊ホ 一〇．0568 一3．1847榊
z6 一〇．2848 一4．1816ホ＊ 一〇．0149 一〇．7612
」?
一〇．1707 一1．7852 0．0307 0．8688
??
0．0251 0．1470 0．0800 12698
ML 1．2055 一 1．0686 一
SL 0．0468 0．0727 一〇．7433 一3．9126＊
SE 0．0649 一 0．0582 一
一R2 0．9745 一 0．9747 『
DW L7672 一 1．6491？ 一
　　　　　　　　　表8
’輸昌Ili莫1委気　凸’r目＝4
アーモン・ラグを適用したDDP仮説の検定
19821　～19891V
‘1三　産　　手旨　数 在庫指数分布ラグW　　数 パラ再三ー硫 t　値 パラ二二ー値 t　値
??
0．1165 1．0522 一〇．0311 一〇．8648
??
0．0786 1．6140 一〇．0079 一〇．3860
??
0．0484 2．1966卓 0．0056 0．5203?
0．0258 0．6598 0．0095 1．1967
♂4、 0．0108 0．2189 0．0038 0．4583?
0．0034 0．0740 一〇．0115 一1．6043
??
0．0036 0．0975 一〇．0365 一5．2417＊率?
0．0114 0．2032 一〇，0710 一4．9168串＊
??
0．0268 0．2416 一〇．1152 一4．0784料
ML L9320 一 6．4784 一
SL 0．3251 1．1241 一〇。2544 一2．4702＊
SE 0．03728 一 0．0290 一
一R2 0．9937 一 0．9992 一DW 1．9268 一 2．1157 一
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国内需要圧力仮説の理論と実証
　　　　　　　表9　アーモン・ラグを適用したDDP仮説の検定
輸出関数　品目＝計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　19821～19891V
生　産　指　数 在　庫　指　数分布ラグ
W　　数 パラメター値 t　値 パラメター値　　　　　t　値
Jo， 1．6643 3．1806串串 一〇．4405　　　　　　　　－2．7535ホ?
0．7222 2．6997串 一〇．2004 一2。4044＊
??
0．0308 0．2619 一〇。0221 一〇，4828?
一〇．4098 一3．1060家串 0．0943 1．8755
??
一〇．5997 一3．5303＊＊ 0．1488　　　　　　　　　　2．6444＊
?
一〇．5389 一3．4499＊＊ 0．1415　　　　　　　　　　　2，8901＊＊
♂6 一〇．2272 一2．2757ホ 0．0723　　　　　　：　　　　　1．5980
??
0．3351 2．2999串 一〇。0587　　　　　　　　　－0．6821?
1．1483 3．2668率＊ 一〇．2516　　　　　　　　　－1．5255
ML 2．1786 一 一1．2569　　　　　　　　　　　　　一
SL 2．1250 2．2694＊ 一〇。5163　　　　　　　　　　　1．0584
SE 0．0847 一 0．0905　　　　　　　一R2 0．9687 一 0．9326 』DW 1．8804　　　　　　　一 1．8932 一
注：ム＝分布ラグ係数（ム＝λ0十λliエ÷λ2i2）
　　ML耳平均ラグ，　SL＝分布ラグ係数の合計，　SE＝．回帰式の標準誤差，　R2＝Mi度修
　　正済み決定係数
　　＊＝5％水準で有意，＊＊＝1％水準で有意
、　DWにおいて，＋は正の自己相関があることを，？は1「1己相関の有無について結論が
　　出せないことを示す。
　　品目：1＝事務用機器，2＝音響・映像機器，3＝半導体・亀子部rll，・通信機器，4
　　　　　＝科学・光学機器，計＝1十2十3十4
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　　　　　　　　表10
輸入関数：品目；1
アーモン・ラグを適用したDDP仮説の検定
19821　～19891V
分布ラグ
W　　数
生　産　指　数 在　廊　折　数
ノぐうメターf直 t　値 パラメター値 t　値??
0．1321 0．5626 0．0380 0．2124
??
0．1266 1．1504 一〇．0386 一〇．4548
??
0．1001 1．2446 一〇．0977 一1．9184??
0．0523 0．4589 一〇，1392 一1．9724
??
　　■黶Z．0165 一〇．1274 一〇．1632 一2．0244?
一〇．1065 一〇．9412 一〇」697 一2．5096＊〜?
一〇．2176 一2．7289串 一〇．1586 一3．6241＊＊
??
一〇．3498 一3．0928＊＊ 一〇．1300 一1．6001??
一〇．5031 一2．0971＊ 一〇．0838 一〇。4702
ML 10．0950 一 4．9691 一SL 一〇．7823 一1．5719 一〇．9428 一2．4468＊
SE 0．0934 一 0．0920 一
R2　　　0，9531 一 0．9549 一
DW　　　　　1．8488 一 1．9699 一
　　　　　　　　表11
輸入関．数：品［1＝2
アーモン・ラグを適用したDDP仮説の検定
19821　～19891V
分布ラグ
W　　数
生　産　指　数 在　庫　指　数
パラメター値 t　値 パラメター値 t　値〜?
0．5818 1．2438 一1．1314 一2．1256ホ?
0．2219 1．0340 一〇．6892 一2．3685串
??
一〇．0732 一〇．5435 一〇．3731 一2．5333＊?
一〇．3035 一1．5162 一〇．1829 一1．4685
??
一〇．4689 一2．0065 一〇．1189 一〇．8651
♂5 一〇．5696 一2．7650＊ 一〇．1808 一1．4306??
一〇．6054 一4．0848＊＊ 一〇．3688 一2．4562串?
一〇．5764 一2．5906＊ 一〇．6828 一2．3305＊
♂8 一〇．4826 一1．0308、 一1．1228 一2．1046＊
ML 7．5076 一 3．9878 一SL 一2．2759 一2．2176寧 一4．8507 一2．6141準
SE 0．2027 一 0．2228 一R2 0．9608 一 0．9289 一DW 1．9344 一 1．9927 一
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　　　　　　　　表12　アーモン・ラグを適用したDDP仮説の検定
輸入関数　品目＝3　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　19821～19891V
生　産　指　数 在　庫　指　数分布ラグ
W　　数 パラメター値 t　値 パラ二二ー値 t　値
Jo 0．5626 2．3693＊ 一〇．1787 一2．5402＊
??
0．3441 2．8009＊ 一〇．1541 一4．2044＊＊
??
0．1694 1．8999 一〇．1323 二5．6781＊＊
」?
0．0386 0．3590 一〇．1134 一4．0117＊ホ
??
一〇．0484 一〇．4293 一〇．0974 一3．0059ホ＊
15 一〇．0915 一1．0084 一〇．0842 一2．7754寧??
一〇．0908 一1．2552 一〇．0740　　　　　　　　　－2．7396孝
’7 一〇．0463 一〇．3200 一〇．0666 一1．7322
～8 0．0421 0．1466 一〇．0620 一〇．8900
ML 一〇．4360 一 3．0914 一　　［
SL 0．8800 1．2621 一〇．96257 一4，1065＊＊　i
SE 0．1074 一 0．0990 一
R2　　　0．9205 一 0．9590 一　　　1
DW　　　　1，9117 『 1．9213 ㎜
　　　　　　　　表13
輸入関数　品目＝4
アーモン・ラグを適用したDDP仮説の検定
19821～19891V
生　産　指　数 在　庫　才旨　数分布ラグ
W　　数 ・ぐうメター傾 t　値 ノぐう二十一値 t　イ直
’o　　　－0．0790 一〇．2198 0．1381 0．7749
’1　　　－0．2003 一1，1841 0．0210 　　　　　　　　　　…O．1871
1・　1－0．2979 一3．1058＊＊ 一〇．0571 一〇．6723　　1
’3　　　－0，3717 一2．7660＊ 一〇．0963 一1．1355
Z4　　　－0．4218 一2．7262＊ 一〇．0967 一1．1058
??
一〇．4482 一3．4259＊＊ 一〇．0581 一〇．7015
?
一〇．4507 一4．6502林 0．O194 0．2428
’7 一〇．4296 一2．3244＊ 0．1359 1．2840
♂8 一〇．3846 一1．0056 0．2912 1．7002
ML 4．7432 一 7．8592 一
SL 一3．0839 一3．1982＊＊ 0．2975 0．6762
SE 0．0894 一 0．0973 』
一R2 0．9343 一 0．9242 『DW 1．6480？ 一 1．5273？ 一
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表14　アーモン・ラグを適用したDDP仮説の検定
輸入関数　品目＝計 19821　～19891V
生　産　指　数 在　庫　指　数分布ラグ
W　　数 パラメター値 t　値 パラメター値　　　　　t　イ直
♂o 一〇．3057 一1．5288 0．1193　　　　　i　　　　　O．5708?
一〇．0858 一〇，9090
一〇．0341　　　　　｛　　　一〇．2749　　　　　　　　｛
」?
0．0363 0．8094 一〇．1417　　　　　　：　　　一1．7537?
0．0608 0．9592 一〇，2035　　　　　　　　　　－2．6773ホ
??
一〇．0124 一〇．1646 一〇．2195　　　　　　　　　－2．7648＊?
一〇．1834 一2．9159＊＊
一〇，1897　　　　　　1　　　－2．5331＊　　　　　　　　1
〜?
一〇．4520 一11．1487＊＊ 一〇．1141　　　　　　1　　　－1．5313
Z7 一〇．8184 一9．3015＊＊ 0．0073　　　　　i　　　　　o．0655
Z8 一1．2825 一6．6434唯ホ 0。1745　　　　　　　　　　　0．9120
ML 6．1361 一 0．3032　　　　　　　一
SL 一3，0431 6．4629＊串 一〇．6018　　1　－0．8080
SE 0．0663 一 0，0768　　　　　ト　　　　　　　一R2 0．9818 一 0．9743　　　　　i　　　　　　　一DW 1．8167　　　　　　　一 2．1045　　　　　1　　　　　　　一
注：～F分布ラグ係数（Zi＝λ0十λli1十λ2i2）
　　ML＝平均ラグ，　SL＝分布ラグ係数の合計，　SE＝固帰式の標準誤差，　R2＝自由度修
　　正済み決定係数
　　＊＝5％水準で有意，＊＊＝1％水準で有意
　　DWにおいて，＋は正の自己相関があることを，？け自己相関の有無について結論が
　　出せないことを示す。
　　品目：1＝事務用機器，2；音響・映像機器，含＝半導体・電子部品・通信機器，4
　　　　　＝科学・光学機器，計＝1＋2＋3＋4
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